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技術伝播の経済的効呆を測定するこつの

方法について

はじめに

I 総指数法

H 残益法

まとめ

は；じ ，h Iこ
諸産業の生産性の上昇において，技術革新が成果をそ

こに普及していくことによって果たす役割は大きい。技

術の普及の段階における経済問題の一つは，外国から導

入された技術が国内の技術革新をどの程度代替L，ある

いは促進するか，ということである。そとで，本稿では

タイ国を例にとり，そとへの技術伝搭の経済的効巣をマ

クロ経済的に把握し，それを数f量的に示すこと，を目的
とする。そのため，従来，生産性の向上を測定するため

に用いられてきた，①総括数法，および②残差法（注0,

にタイ国経済のデータを適用し，生産性向上に寄与する

技術伝播の効果の試算を行なう。

その際，問題となることは，単純な技術進歩の計測と

異なり，同内における技術にたいする研究開発（R&D)

による技術進以を控除すど》必要があること，である。

R&Dが伝播された技術の生産性向上にたいする寄与を

より高めるのか，あるいは逆に寄与を低め損なうように

作用するのか，あるいは降－fji士互いに無関係？あろのか

は現在のところ未知の事柄である。しかし，そのL、ずれ

にしても，ら；J番された技術（以下.TTと略称する〕の

もつ効果のみを算出するためには， R&Dによる効果は

除いておかなければならない。以下では，上記の2方法

により，技術進疹率を誤q;主するどともにTTii）もつ経済

的効果を測定・試算し，その方法による測定ではなお問

題として残される点を明らかにしたい。

技術普及の期間としては， 1963年から73年の10年間を

考えるが，その理由は，その前半からタイ国が経済開発
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,j¥jjl1iを実施し，外IJ'.Iの技術導入を積協的に図るとともに，

l司1Jすにおいても‘［i;J家研究会議（NRC）タイ国応用科学

研究公社（ASRCT)C住2）を設立して技術の開発および

普及を積極的に推進するようになqたから，である。こ

の徒半には，外国からの民間直接投資も活発化し，企業

内職業訓練を通じての技術伝播， ｛.＇iiiム進んでいること

が｜分予想される。しかし，いく， • ＇川ハザ＇~を除いて， ま

だ十分な年数を経過していないので，経済全体におよlま

す効果（あるいは，農業への効果）は，まだ無視される

程度でiまないか，と思われる（注3）。

〔iヒ1) これらの2方法に力IIえ，効半係数法4

用いられる。これらの3方法の簡単な紹介は，加.n美
充洋 「日本農業の技術進歩計測JCアジア経済研究所

所内資料経済成長調査部 No.46-8）がある。

〔t主2) Applied Scienti五cRe弘山hCo叩or山 Oil
of Thailand, ／）略。

n主3) もちろん， NR CやASRC Tが主導して
行なう R&Di岳動の普及のみが問E重なのではなく， 
R&D活動を［て！、z多くの機関が問題となる。また，

杭J「［数法を採「m
j ：指数が変化1→るカ：，ここて11，岐差法による己l湖lj

を中心と L，総指数法による結巣はそれとの対比のた

めに掲出した。

I 総指数 i去

すでに数多く利用されており J 他所において紹介され

ているこの方法の特徴は，所得と喜要素費用との，基準時

お上び比較時における指数をとり．生産性を比較するこ

と．にある。

われわれは，技術伝f茶色技術協力~／ロジェクトある

いは専門家の交換などによって，海外にのみ知られてい

た技術が，当該国（われわれの例ではタイ国〕において



Ⅱ　残差法
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産業に利用されることである，と考えている。このよう

な，技術伝播の結果，当該産業の生産性は当然，上昇す

るであろう。この生産性の変化を把握する必要がある。

まず，所得と婆策費用の指数色ケンドリック博士（注l)

にならってiヒ絞jることをi試みる。

総指数訟による生産性変化の1】;J/1¥1］は次のようになされ

るo それによると，全体として，新技術が産業に利用さ

れたため生じた生産性の変化分は，実質生産と実質要素

費用の差がどれだけ変化したか＇ iこよって示される。経

済全体につし、とそれをみる場介は，各財の生廷における

生産性の変化合同ii)lqし，それを江れこついて合副Lて，全

体の生産性の変化である，とする。したがって，経済の

中で各財の占める重要性（たとえば，タイ国における米

のような）は，その生産性変化のみでなく，経済企体の

生産性の変化にたいする比重を知人なければな「1なし、。

そのための方法は，これまでにいくつか考えられている

が，そのうちのどの方法によって計測するにしても，そ

の方法のもつ限界は十分に認識しておく必要がある。

本稿では，ヂータの制約もあ Jて，総指数i去を十ー分に

応用するにはL 、たっていないが‘ l笥単な結J;j~ ；主‘ if; 1表

にみるとおりである。 1970年を基準にみているが， 1962

年に比べ，実質国内総生産は約1.83倍，実質総投入は約

1.49倍， lこな》でいる。それゆえ，生産性は1962年と

1970年とをiむζると約1.22日：こ河上している。この生産

性の上昇，あるいは技術進歩は，何によってもた「〉され

たのであろうか。国内の R&Dによるものであるのか，

あるいはTTによるのか。また，両者の相乗作用である

としたら，そのl/l1の関係は，といー｝た防題点が:uてくる。
しかし， ここでiJ, R&D にすミ'l'f国内研究開発よく問をと

ることができただけである。それによれば，1970年には，

1962年の約3.09倍になっている。このようなR&D支出

の急速な伸びにもかかわらず，生産性の向上は比較的ゆ

るやかである。このことは，とりもなおさつ， R&Dが

生産性の向上にただちに結びJづくものではf川、こ Lを示

すものであろう。また， R&Dによる技術進歩が経済全

体に普及していくのに，ここに取られた短い年数では不

十分であるこどを示してヤる‘ともみることができる。

次に， TTに上る効果をtE~号するため， ri;;；：；法を用い

てみることにする。

（注 1) Kendrick, John W., ProductiviかTrends

仇 theUnited States, A Study by th巴 National

Bureau of Economic Research, Princeton lT口iversity

Press, 1961. 
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m1：表タ f凶，，ノ1産性指政 (1970年＝100)

I( I B I C I jj E F 実間実質労｜時｜実質l実質閣内 生産性
国 内l働投入l ｜ 研究開発
総生産l〔人）｜本投入｜総投入支 出 LCA/D)

19li2 54.61 78,8 59.0 66.9 32.4 I 8Ui 
1964 63.61 83, 7 ti5.6i 72.8 49 .8 I 87 A 
196G 76.81 88.8 74.0: 79.9 79.2 I 96.l 
1968 I 95.71 94.21 85.41 ss.9: 100.4 I 107.6 
1970 I 100.0: 100.0 100.0 100.0 100。＇100.0 
川 21111.81106.11115.911立 o，川.0 j 93.9 

C :u rサ A:1 
B: ＞本文治E節 2.デ一人の項を参
c: I 
D：分配率を考慮して， 0.4B十0.6Cによ

って算出。

E:A～Cと同じ。

II 残差法

E重要な問題を残差として取り出すことに，方法論的に

基本的な誤りがあるのではないか，と＇•、う危倶もあるで

あ月行方Z，現在のとこλこの方法；土，技術進歩や生百円t

の変化の計測の有力な方法である。技術進歩が経済：＆：L::

に与える影響の重大性が認識され，最初に，残差として

それが計測されて以来，その残差の内容を明らかにする

ぷみが，経済学の J コの分野を形「Jk.Lている。経新川／（

長要国としては， I守くは人口がとり上げ人れ，次仁：H'i

本が1930年代以後主な婆因である，と脅えられてきた。

では，考慮されてきていない，残された要因（Re~idual

Factor）は何であろうか，ということが問われ，まず指

摘されたのが技術進歩である。当初は，資本蓄積や人11

.IJX:長によって説明しえない部分（経済成長の〉は，すべ

て「“技術進歩”による」とされた。しかし，さらに一

歩深い分析が試みられるようになり，そこに登場するの

仏教育という要因である。そのよ円な試行の結果れ

OECDの「残存要因ど経済成長J(The Residual Factor 

and Economic (;r川~－th, 1964），あるいはシュルウ（T.

W. Schultz）の「教育の経済価値J(The Economic 

Value of Education, 1963）になったのである。この教

育要因の重要性；土主だ寸会分に解明されていないのが経済

学の現状であろう。

二の節は本稿の中心であるので少し詳細に述べるが，

)I国序としてまず，残差法の概要を紹介し，次にデータの

整理に際して処理された問題点を述べるとともにデ｝タ

を明らかにし， i討をに，試算された結果の解釈と浅され

た間通点を述べ亡しめくくりとする。
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(1) ここで用いられた方法は以Fのとおりである。ま

ず，生産隠数を次のとおりに想定する。

YコK旬L•叶:rAf, (1) 

ここで， Yは実質国内総生産， Kは総資本ストック， L

は労働， Aは技術伝播に上，コて産業が利用できるように

なった技術水準， Mは園内における技術の研究開発努力

によペって産業が利用できる技術水準，であり，そして v,

w, :c, z，はそれぞれの生再引l,ji］＼ケサiごふる。よく知ら

れているように，労働者1人，1,I）の引にii'工して表現する

ことにし，かつ成長率に直してぷ吐i工、

y／：γ＝vk／長十zえ／1.十，Z/!/.＇’十（＇，＇ト日十亡！ x-l)n (2) 
である。ここで， Y,k, A, Iヘはそれて一れ， Y,K, 

A, M，の1人当り屋を表わし，却は労働力人口の成長

自転を示す。文字の上の点（たとえばyの）は時間に関す
る微分を示している。（2）式から， Y,k, /1，の成長＊ーに

ついて，データをとり， n,v, w，およびz，について

もできればデータをとり，計算すれば，z・／；』の項を求

めることができる。

以上が残差法の概要である。戎されたにつまり，技

術伝J蓄の結果としての技術進歩の生存けにfこいする弾力

州、をf,,Sらかの方法で推定すれば， i／んすなわち，技術
伝婚が国内の技術進歩，を通じて生産性に与える効果，

を算出できることになる。つまり，技術伝播の経済的効

果を，われわれは，その生産性への賞献によって測定す

ることになる。

(2) われわれはこの測定に際し，いくつかの大きな仮

定を才山、ているα まず，生産i現数のjf，；であるが，もし，

v, ＇／（＇，ヘおよび zが一定数であれば，生産関数をダ

グラス型である，と想定しごし、ることになり， u十ω＝し

を想定しているとすれば， J:Ni要素ltllの代替の弾力性が

1である，コブ＝ダグラス111！の生舵関銃を想定している

ことになる（注l）。周知のように，代替の弾力性を，それ

がある程度闘定的であり，変化しないものと想定する生

産関数が，多くの産業についての実証例で利用されてお

り，あてはまりの良いケースが多く報告されている（注2）。

とはいえ，その代替の弾力性が1でふろということは，

非常に制限的な仮定であることにi必、はなし、。次の大き

な仮定は，技術伝播による技術進本（！；二上って表わす）

と国内の研究開発（R&D）による技術進伝（Mによって

表わす）とが各々独立に生産性の向上に貢献する形を語、

定していることである。本稿のはじめに述べたように，

R&Dが伝播された技術の生産にたいする寄与を，より
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高めるのか．あるいは逆により低めるのか，は明らかで

はないL，また互い民独立であるか否かにつL、ても不

ll)j'Cある。三だ，将来， R&Dと技術伝播のIUJの技術的

関係がよ，，J11月「，かにされるまでは，仮iこ，；H；し、に独立で

ある，と仮定することも許されるであろう。

(3) このような大きな仮定の下で，われわれは残差法

金利用しての推｝汁を以下のように進めた。まず，（2）式に

現われる，技術伝播による技術進歩（；.／』）以外の項目を

cjどれ。，；/ Jc t.,見出するわけである。ヂー担i土，；7U表～
；り iJぃ＇）と J5:Jである。それ以外♂〉タ係数のi白は，恋意

i'J'.Ji二U :',;/l ，：いるが，その決定には次の事柄を考慮し

に。；』j(:','til'c：弾力性では，資本Jil役に対する所得分配

十：でもあ ＇~） かん，国民所得統計li£ 3）からも求められる

が，所得統計荻の項目には，非法人企業の所得が，賃金

・俸給などの労働用役に対する所得分配分と，資本用役

鰐2袋技術伝播の経済的効果算出のためのデータ

（単位： Y,k＝労働者 1人当りんツ）
μ＝人口 1入山りパーツ

V k 

4944.7 18703 日13 
63 5270.6 19051 叫 17
64 5427.6 19592 11, 48 
65 5370.4 20184 D77 
66 6181.7 2回目 IB.り5
67 6279.3 21719 20.15 
68 6612.9 22658 23.74 
69 6906.1 23709 19.69 
70 7149.1 24982 22.58 
71 7385.4 26239 24.76 
72 7518.1 27318 25.自O

一一白’……

〔山所） Y, k, μとも本文第Hj;;j 2. デーペ コ項
合参J~l, 。

(;I) y. 1人当り実質GD P。
X:: 1人当り実質資本ストッケ。

1人当り実質支出額．

鏑3表 タイ国の人口と労働力 （単位： 100万人）

11 p 労働力 L

1962 27.98 13.20 
63 28.82 13.60 
li4 29.69 14.01 
liJ 30.58 14.43 
liti 31.50 l4.8(i 
1i7 32.44 15.:31 
，；片 33.42 l::i.77 
i;q 34.42 ］り24
7U 35.45 !ti. 7:1 
71 36.51 17 .2:'. 
72 37.61 17.75 

（出)l/i〕 本文第IBll2.データ，の項を参照。
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めに支/J'iされる1貸用の大きさにl七ベ，生産の現場におけ

る利用に際L，国内でJ釘与された技術灯、kの困難があξ1

か「〉‘ということである。二れは、 ｜技術fid奮は，では

たぜ行なjうれ一口、るν・T）か， I五i内の R&nの効果の方がよ

り大であるな「》ば，技術在、掃の必要はないではないかし

とL うこ－どを ι古味十るものではたヤ。国内の R&Dわち

が生存にただt，；こ利用できるものが多いのではたいか、

と1ぜ＇：， 想定に上サ、 卜ーの数値を， j於定し たが， これは，

呼来の実証分析に.tI_I, より市戸、数l1江守三得るまでの暫定

山ったものでふる。

4i ）~·j，直！J)J 人 l 1,n1S：長ヰ IIJ土，定紋である，と仮定したc

その理rHは， ケイ同政府が公刊する資料の多くに．ここ

10年間以上，タ 11司の人口成長不の推計が:=l%以上であ

る，とされてL、ることによる悦心。そこで，人口成長才、

を1οふとfl、定する。その人Ilの円七，労働力人口は仮

に15歳以、上、 65j歳以Fの人口である，としよろ。二の年

齢層の人I」の変動をも考慮するとよいのだが．とりあえ

ず総人口の成長三本土日不で成長する， と仮定する。 2ちる

Lポート（白：5によれば．東南アジ？のヴ；倒IJ"f・齢人1:1 (15 

～(i5歳） tJ：総人II中に占める比率は， 14～17%でだいた

L、安4どして？ρ る， 日、うことであるかじ．この仮定も許

されるであれう。そこで、刀工0.03，である。三れで， 12)

ュににおい亡， -l／」以外の項目のすべてが求められたかじ，

；.；んすなわh，技術伝播による技術進歩が生産性に与え

る効果，を求める二とができる。
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に士Jする分配分去に分間EされてはL、，＼＼ 、c そのため，他

の多くのi認における分配率lこなじい，資i日〉所得分配本

は0.,1，労働のそれをO.G, としたc fちくの河における数

111'(-/J ~ これにle ＇， 、ど L 、うことが， ヲ fjJij；三おける杭tそ；／，
lこjJi,・，と十ろこと t<;t、i法Lf,: Iィ、二どは1J llyjで、払ご）が‘

全く：t0:rドjに放!tえを決定？ること ・・';ei＼：幻十うt=,!i，この上
うな｛司法号J1:, l:o w；ムそれゆえ，。杭で糸るぞ

,Kl二， [J」Jl']v)R&Dの生産の猟力性は、二；／l1, 定の

数fl{｛／；•とる， 土｛11.＇.，とc'(;l，てL、ど＇o こら＇）＇.Iπνr、
’.r,,raL~，やi&ii守－－；·，＿lfl ＂］＇.京ブ）＼2亀＼＇に従う必1妥が志1 ろうが， 三

二 Ci 土，·~ （士7：，%てある， 土｛）心主した。 R&D♂叶え1ゃ’〕

7.5%が経済r&J七キにどi献する，正いうことでふミ。たと

えば， l{&Dぷfo'.{fl0%で1,idiしてLけ，-f，それは経1庁

,,¥Wて－f:'YR＆！）がJ;\i:l毛しない場企iこ！七九。 Ti~~だけ高

めふことにた；：，。技術進）じの効果it蓄積されるヅJで‘

吟f毛してL、くことはf仏、かじ， R&Dit. ゼロ／，＇；：去であ

，ても退去にだね，＇：＇ ;JiたR&Dによ vて生荏tiーの1,',jL 1こ

布与するであん行。本来なじ（f，そのJ:i:献度およびi主に，

R&D<7)J,Uとがすへ亡J{J内技術水準i斗去形LてL、く上九

な場介の貢献度ξを考慮して決定するはずであるが．わ

れわ.hli，それが！：＇のf',U\'f の盈であど》か．を何］（，；＼•宅、の

で， i：の土おりに仮定1た。技術伝持？に上 ζ〉技術進歩日〉

生産の弾力，［'Jc.7ーはー－~ <7) 5分のしつ主 i), 1.5%であ

る，と仮定L！二。外国からの技術が，M内にお』する］ミ＆n
よりも，生産に大きく貢献しtn、理由は．技術伝揺のFこ
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一戸」~研究ノート

2. データ

一戸ータは第2表～第4表iこりえられてL、るが，その整

1Jiilの際に開題になったのは、以下の←・t1柄である。

(1）まず， yについて。 k,flについても共通してし、るこ

とであるが，これらは1962年の不変価格表示で示されて

いる。 yを得るため，まず，国民所得統計から入手でき

るGD Pの1962年不変価格表示のものを労働Lで割る。

労働Lの求め方は， 1970年の人口を資料（注6）から求め，

H二 0.03を利用して，前後の年の人lIJit計値を出してお

く ω総人口中の労働力は，農業の·，•> ぺ＇7－（こ関する資料

川 7)から求め，1969年の労働L，を求める fやiまり，n=0.03

を手1］件jして各年のLを求める。これで， yを求める。

(2）次に， kを求めた。その際の問題点は以下のとおり

である。国民所得統計から，1960年と1972年の実質GDP

の差を求め，それを分母として，同期間の総資本形成の

和を審リる。つまり，
1972 1972 
ど Ii/I ムYi
t=19伺 t=1960

を求める。ここで， Itは t年の総資本形成，であり，

L'-.Y，二 Yt+i-Yt，であり， Yri土t午の実質問内総生
産，である。

K,=Kt 1+I, 1 

を考慮すれば，（3）は，資本係数の近似値として利用可能

であろう。この資本係数と1970年の実質GD Pとから

1970年の総資本ストック K19,oを得る。この1970年の総

資本ストックに国民所得統計から得る1962年価格表示の

実質総資本形成を加え，あるいはそこから減じ，各年の

総資本ストックを得る。それを‘先；二次めとLで割って

le Zト1ft石」一 T守T•ノ。

(3）次に，μを求める際の問題点i土よ）、｜、のとおりである。

国内のR&Dについて，その活動をすーζ て把握するよう

な機構はタイ国政府の中には存在しない。現在は，科学

技術政策立案のため， NESDB（注8）およびNRC（注9)

が協力して把握することに努めているようである。また，

必要を認めて，一つの機構が全国のR&Dを把握するよ

うになることは十分に考えられる。現在のところは，国

内のR&Dに関連しそうた機関の各々から接近していく

しか方法がない。問題は， RFr司企業内にお（jるR&D活

動の把握が図難であることである。 Lがし、ほとんどの

産業における企業が，西洋流のR&D活動をする程の余

裕がなし、小競模なものである。あるいは，近代産業とい

えども，その多くは外国（先進国〕の企業のタイ国にお

ける合弁企業あるいは子会社であり， R&Dは本国の本
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佐川行なう，というものが多U、．このよう i，二みとくると，

’J { l司において，真の意味でのR&I〕f百動；土，べ，：まり比

t立のたきレ農業あるいは農業関連工業 CI三とえば，農機

n.製造や病害虫防除設備製造〉とし、つえ産業1.::ts＇.、て，
民間企業が行なうものか，あるいは政府の諸機関が行な

うものに限られてくる。そこで，本稿では，データの欠

如という制約もあって，政府諸機関の行なう R&D活動

の一部分に限って考察した。

長初I二、（干省の中にある，R&Dに従事するように思わ

れと）¥,Jc?みるとしよう。農業省（注]l¥'I／こは，農業局，農業普

fi'._1，ふおよび米作局等々，多くの部局（住1J：、で研先ポ行な

われているが，農業局および米作h,Jをとりあげた。これ

「〉ど同のJ亘要↑＇l：およびデータの有無による選択が必要で

あった。これに加え，技術計画府（Technicaland Plan・ 

ning Office）をとりあげた。その重要性は，それほど明

らかではないが，他の部局に比し， R&Dに関連する業

務が多いように恩われるからである。その他，気象局お

よびNRCを数えた。これに，チュラロンコーン大学や

カ十千ート〔·.~科〉大学を始めとして、岡京開発行政院

(NIDA）を含め七つの大学をとりあげ，そのf千年の支

「l-j実縞をケイ統計年鑑（注12）から求めた。この数字カZ，現

fr C-,io:.fr,;;,r4'trn~o，利用可能であるのは1%9年玄？であ

る。そのため， 1970年から72年については，以下のよう

に求めた。同じく 1969年までについて，政府の主要な機

能531］の実績支出額の，社会サービス部分，をグイ国立銀

行性13）から得て，それと各年の支出実績中の「教育」項

目との比をとっておく。この比を1970年～1972年の「社

会什ーピス」に掛ければ，同期聞の「教育」支出を得る

が． 「教育Jど先に試算した各局と大学入、の支山額の和

どのlU士、 すでに， 1960年から691ドにつ＇.、てオとめである

ので、その平均を利用して，各局と大二／匹への妃U＼の和を

1972｛］ご主で延長できる。以上の手続きから，われわれが，

この和を， rR&D支出額」として使用することになる

事情がある程度理解できるであろう。この額を，国民所

得統計から計算した， GD Pデフレーダによって実質表

示に改めた。このような， R&D支出をGD Pデフレー

ザに上〆 lて実：：｛化する方法がいヤかどうか，を問題にす

れば、本来たムば， R&Dの各項目の民的ふるいほ技術

的変動長を把揮しなければならないことはいうまでもな

い。たとえば．大学や農業局の各部におL、て使用される

実験機械類は，やはり先進国から輸入されるものポ多い

であろうから，輸入機械類の輸入額デフレータを使用し

たら良好な結果を生じるのではないか，等々の考え方が
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いくつかあるが，それらを利用することは今後の課題と

したい。

これらのR&Dを担当する各組織の実態やそのかかえ

ている問題点についての調査はまだまだ不十分である。

そのごく」部が報告されている資料健14）に工って，次の

ようなことがわかる。タイにおける大学は，研究活動の

担い手であるが，独自に技術開発を進めることは，人員

の不足もあり，みるべきものがない。あるいは，大学が

技術普及のために果たす役割を十分に把握するととが，

われわれ外部の人間にとって悶雑である， というへきで

あろう。米作んi，および農業局については， i丁放機関と
いうより，試験研究機関といった印象を受けることが多

いようであり，そのように記述された報告は，われわれ

がこれらの部局を， R&D活動に従事する組織と Lて考

慮することの紋拠のーっとな，：，てし、るe

3. 試算結巣とその解釈

(1）以上に得られたデータを（2）式に用いて，試算した結

果が第5去である。ここでは，

)./2そのものではなく，それに zがかか，】た去にな

っている。

残差法であるから，国内生産，資本，国内のR&Dと

からみて，伝婚された技術による生産性の向上（あるい

は，その＇t＇産性の向上と，技術伝播とがあるべ主の関係

にあると惣定すれば，技術伝播それ自体〉主人そ二に示

された量だけ存在したはずである，ということができる。

第5表をみて気がつくことの一つは，その値の散らば

りの大きいことである。これは，後に説明するように，

推計方法の性質によるものであり 具体的に‘況は，生

産性向上に，総資本ストッケがほ；£近い形でt&-lと1てい

るため，それ以外の効果がランダムな数値をとるように

なった結果である，と恩われる。次に，第5表の特徴と

して気がつぐ士とは， 1965年以前の値が大きく〔絶対値

でみても大き、う，1966年初、j}l([) 11江が平均しマごみて、以前

よりも｛丘いことである。

(2）このような特徴が現われるようになった原因を次に

探ってみよう。全体として，効果の大きさが大きい年か

ら小さヤ年まで広い範屈にわた〆aて分散し）口、ることの

理由は，第1に、所得（実1誕生産）と資本スト、yケとの

相関が高く，資本ストックの増大によって所得の成長，

ということがだいたい説明されてしまう，ということで

ある。 「だいたい説明されるjというものの，両者の聞

に因果関係企想定しているわけではない。相関が高いた

め，両者のn:Jの関係を 1t＞：式で交わそうとすれば．その

研究ノー卜

第5表技術伝播の経済的効来（%）J~ x（「
1田2
63 
64 
65 
66 
67 
68 
69 
70 
71 
72 

〈出所〕 筆者の試算による。

4.63 
,¥ 0.30 
2.62 
3.64 
t, 0.94 
1.99 
1.04 
0.01 
0.31 
to 0.42 

〈注〉 祭者の海外派遣員帰国報告書喜「発展途上関へ

の技術伝掃の経済的効果」の第1袋（11ベージ〉
ごある。

／エiマイナスを示す。

関係を示す係数の推定値の標準偏差が小さくなる，とい

うことを述べている。

そもそも， R&Dの経済的効果にしろ，技術伝播の経

済的効果にしろ，それを各年ごとにたわされる数｛直によ

ってボさなければなれない必然性はなし、。ここで，各：r今
についてそのような量を求めたことは，データ利用上の

使宜であるとか，その他の便宜を得るためにすぎない。

経済1＆長を，各年ごとの所得によみて示すことも， r,,J様

/)j¥1:1:'r'[fこすぎな4、。

資本ストックが所得との高い相関関係にある，という

ことは，所得の成長にとって資本ストックが必須である

士とを示すが，では. R&D活動や，技術伝播はどうで

あ九うか。大まかにいって， R&Dのための支出U，：ぉ

21{によればGDPの約1%弱である。資本ストソケの

年々の変動分であるとされている資本形成は， GD Pの

約20%である。このような絶対水準の比率をみると，資

本ストックの重要性は明白であり， R&Dや技術伝播ーの

効果をみるには，部門司I］の考察が適切だ，ということに

なる。その考えらーには，技術伝播の経済的効果は，資本

ストックなどのように投資して設備をふやすこととは具

なり，経済全体に普及していく速度がおそい現象なので

ある，という想定が隠れているよろに店、われる。しかい

たとえばタイ経済をとりあげてみてれ，技術伝播がどの

部門（産業）におヤて行なわれ，それからどの部門にまで

普及しているか，という問題は，たとえば，旋盤1台1台

について，その導入過程や普及の過程を追跡するだけで

は十分に解明されなL、。なぜならば，このような機械は，

その設計，製作，および使用の各過程において，それぞ
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ーャー一山.....－－研究ノート甲ー←～ー可

れ関連するし、くつかの佼術がJ::.A-Lて交わされ日、るも
のである場内、が多いからである。そのうちの、どの［忠清

（ゐるいは在！変）の技術か‘ J;i]f：五二門機械を能付j寸『る在、・ic.

(f) tj1で持1えL口、る／二行う／いとれ !J),J迎し t：技卜1小｝） 九

九日）‘どういう波j析がその機械け主総〕 T; I無関係に，

問i車Lた産業分野で，7干及L亡いるだ人 1か． どL、う i,'W'J

はり1J,n銭近を必要とすろ。この二＇： iム良伐rnτ－，，.、ご
もう 士／二， （千店長t勺 UJ)iでjf月l:: Jen、：，守 三， :l I/仁Li,l

士＂o＇坦1するようなfト？！也 i'-,il-待機；＇（.＇：： ・IこJ川、ごιラ！日Jil
にあて；土士るεあろう。
1,¥12の科ii'XC'あるとみられる， 1966'1i、よi」zf二才3＇ィ、て、

JHVi伝備による「主体T進歩率がそれ以JJIJにi七べご工りぽく

なってし、るとL、ヲ；，'iiこっL、てi土，よさ21去を｜文j示Lた；j}l

1苅からl河じ刀、な上うに．その大きな1割引士．経済成長干

の鈍化にあった。とた‘L, 二のことも為者三去に上る紡果

である‘ どまきえられるJわら．主主済rNJ三がお包｛じ寸己二どが

He術伝橋による技術進歩をおそくする，とi心、えないで
あろう。 J／えが －~／y とは全くちljc'）成長率土示すと；れ、

え，全体を y/yの動ぎによぺて限定してL、＇JiJ>.・,, ).i; 
の動~1》 y/y のそれ土独立ではないのでふ 7) .－）か。ご

の点はもう少し検討しなければたらなL 、。主 i~‘ R&D

/,1;初＜J／，こよる:tH,1:r；生すじを jと「 ftk FlゎG午rrrJiit,) t，灯、i誌
におL、てnli:l毛ドカ：m主Ji'(Jiこflt下Lご喝、う＇ifi21三）。 こし円
f’L えとの！川c11f'!:If:i',;t ~' r，に，.；； ＇いt:-，＼もt:J 1.; :'/;,,ff司、
であんう。

伐；！行法を使用 L て殺体ii伝慌の茶色：tr1't'.J",)JJ,J~ を把捉すノ：：，， ;,J:;

みには，たとえば、 n下のようなわ；去もあζ｝。それは‘
資本形成のf1＇、1，沢全！Ji!内に才打、て資本討が供給されたも内

ど，輸入したf，の土｝こ分ける。そLて‘輸入ri：十（lf；成と
JHIHi;1需（たとえば，技術IZOJ,n・た結1とう入京とえ1,l;,k

mi図 l')j 1：／と ＇，i本人

:I~'.: / 
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（たとえば、ある産業lろ「戊長でも， GI) p (l）成長でもよ

．っとどし川上うな111間関係にあるか‘ i，：みるのである。

ニハか法に上れば， j支外j伝播による経済成長七）県生比較

i'1'J;~H"1Lにこり山「ことになるであろ弓が，どの上行 tri};.

准でもよ＼、から椛A的；こ千f意になる上うた結果が「Hるむ

おFちらか。われjAli土この，＜，＇！.をff:う干のであるが、そゾ）

た，JEのためには輸入資本財を分'i:.1してJt！九三してL、なけれ

ばなじな，， ＇。この点が陥路となるためーこの方法 i土採用

されなか 1たが、 今｛をの課題とし たい。

4. 主主された問題点

igJ国点合格珂してそろ一度以fに示九

iI) 技術伝格引司内cr1RelとDとが独立であど〉か介かに
／一、1、一戸乍；－ F』 __.--1 .f- I 
ノ可 、n／，」、、 ／，；、 v。

121 生産関数の形を特定化しているが，その形が適引

な ι のヴあるか志かσパ与＇. i~：がな L 、。また，技術伝情によ

る技術進歩の生！主の弾力十t.などの 速の弾力性値が＠
'1］なものであるか巧かの保日正がなし、。

i3) '.!Ji動力の日＇W.＜十守三人口の成長一千1と111］ーである． ど

しているこど。お工-CY，その日立長不の伯ーの妥＂i什；こ少し

疑rw）：あること。
141 l{&Dの推計のため， L、く－，かの政府機関と大γ：

への政府の支出実績を採用したこと。採用しなかったJ市
川でR&D活動が行なわれてL、る，，r能性は大きいL、，，I今
上Lf二郎1,;Jp試験・ liJI究やその普及とい J》だ R&Dに：＇：

る；，i;:Mを停止し口、ろ二とも考えられる。

以｜二で民主id，にヒミ：J・N：術伝燃の生産性1,,1Lに寄与ず
る効果の示、iiを干きわる。

(, I 1 ) つイ二 Vη うえ（Colふで］）りuglas)J¥fl.てJ-,.}l 

：工、い i ,・ jζ， t日u;.''•)iii 力 it ／.、寸仁 J、 ti: ，， 七る。すみL

·；•十 ';C ’ f·:rl乙乙ペシどを之、安ち。 本文，•，パ1 十 w=l, 

と1、う交付Jt. 'L ,y l主j本が＇ti本久 lソク 1:；；－例，，：つ
である， E人ている士号台である。そ γdf,5;"j-, :rや立は．

:·1'i:• ＇去り司：：士，：；；め， 在fl',；をjキ）たさぜる i,/ l」；） i'.，か，

つれそ／仁 l1i'可jぶ J (JI，、！＇ぐい。本文て it, ，＇十日 -1..‘ど＋

.z= 1.085と；あると同定LていζJから，制i，に関lて以
：さ，tlJ.~i~」；こな r、ご L 、る。

（、と 2) たとえ~：J, ノ々 pi］にお（十 .：：，* （乍lこ4コ＇・、て，
'! iirl立jE正を求めてLfニ「fUがi士JHt，，「色、統的フ仁科j出1,iLハ

立＂／： 'I二j主f主主促定 i;:, l，日要国と f1,.；，革命 タイ ['F北に

.! Jげる ・r「生V!"JJ'lc_rr関数による分析を中J心として」
（『11'!'1十J「ジ 7研究』 第10をミ1¥4号 197九年＇.l)j）に

ある。ただ 1.,, j上Jll〔は必ずし千コプェタ・ f ラス型lに

;1r 定 lてιIL、なL、。
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(,I::,) National Economic and Social Develop-

rncnt Board, Thailand，λ＇ational bれ・omcof Thai-
んu川 1966eel., 1970---71 ed. Uト，けJ/1~ 所得統計，と

JG・Jo 

Ciヒ4) たとえば， Officeof National Economic 

and Social Development Board, Thailand, The 

Third National Economic and Social Develop-

ment Plan, 1972.を参照。

(U.: 5) ECAFE，“Manpower Growth and Labo司

ur Absorption in Developi口g A川プ Economic

Bulletin for Asia and Far East, .T unc 1973. 

( ii. 6) National StatiメticalOllitCc, Iう•climinary

Report of the Iゑ'70Population ,wd !lousing Ccn-

sus of Thailand, Novemb白r1970. 

( /1: 7) Fuhs, F. W. and J, Vingerhoets, Rural 

1\1.anpo，ι•er, Rural Institutions and Rural EmρJυ•y· 

ment in Thailand, Manpower Planning Division, 

National Economic Development Board, 1972. 

(,I R〕 ほ家経済社会llfJたは（I¥'，山onal Economic 

and Social Development Iも，，ml) 】十時。

(1 iリ〉 (E) ＇.，§（研究会議＜ Nλtiomtl R引 carchCoun-

cil) ／；師長。

(/110) -91.在は， Minisiry of ,¥griculture and 

Cooperatives，である。

（注目） タイ医lNR  C刊行ω資料（Of五ceof Natio・

nal Research Council, Di1・ectory of Agricultural 

Research Institutions in Thailand, 1971）によれ

ば，が業研究.J)機構としプ竺＇tf;.;r,m;;,,j：立6I，心15部が

ある。この中には，農業？ii＇：業従河川；：トみまれていな

い。また，その他の省などは，，i空， j、学が3校，そ

の他ASRC Tがあげられこいろ。

( iJ 12) National Statistical O羽仁e, Statistical 

Yearbook, Vols, 25, 29. 

（注13〕 Bankof Thailand, Monthly Bulletin，各

i九

（注14) 次の所内資料などを参照。

アジア経済研究所『東南アジア諸国との科学技術協力

に関する調査研究報告書』 11｛｛和47if'. :2) J。アジア経

済研究所『東南アジア務国との研究開発協力』昭和

47,1ミ3月。

まとめ

以上の計算では，多くのパラメータに，推測の域を出

研究ノート

ない伯をあてはめなければならなかJた。 1虫l析を持する

ためにt，同様の試みを調査してみる，二きであるポ，幸
い，紙工業の生産性の測定例など， ケイ国につL、ては，

いくつかが報告されている。本稿とJ切らしあわせ丈一みれ

ば，本稿における，経済全体の（国内総生産の〉生産性

の向上より，それら特定の産業の生麿性の向上ははるか

に急速であるようにみえる。この違いがどこから生じる

のか，を追求することによって，技術伝播の一部として

の技術の閣内産業問の普及について，われわれはさらに

,'f しく知ることができる。タイ国にむいてi土， i心、将来

その産業述｜語］是正が作成される動きがある。産業主主民l表が

於（怖されることほ，このような，技術という側念を中心

；こおく分析tこむ力な手がかりを与えるであろう。

生産性の向上と，技術伝播と，国内におけるR&D（技

術の研究開発〉との3者の聞の分析は，タイ国において

も，今後はデータの整備に伴い，経済全体のレベルにお

いても，また，特定の産業のレベルにおいても，より重

要性を増していくものである。

〔付記J

こび）小論i士ー筆者の海外派遣員帰同報告のー部を展開

しにものである。日本において接することがごきと諸先

't わからハコメントによって改善できた点が多レ。
（的fif成長調:ri'部〕
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